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Abstract

Demand for rental detached houses is increasing, both as a flexible mechanism for relocation and in the 
Corona Disaster. This study aims to examine the desirability of rental detached housing, and to identify is-
sues from the existing rental detached housing areas. This paper reviews the supply of the rental housings 
and preliminary research on the sample housing area.

１．はじめに

１．１　背景と目的

現代住宅双六（図１−１）は、高度経済
成長期における日本人の住宅のすみか
えの典型を描き出したものとしてよく参
照される図である。この図を示しながら
上田が述べたことは、「上り」が庭付き一
戸建て住宅に尽きるのかという疑問につ
いて、いま一度根本的に考える必要性で
あった［1］。

時代を経て、若年層の減少に基づく雇
用構造の変化、転職の一般化、共働き世
帯や女性の就業形態の変化といったライ
フスタイルの多様化とそれにともなうす
みかえへの意識や賃貸住宅への期待［2］が
認識される一方で、需要サイドには質を
担保した賃貸ストックの選択肢はまだ少
ない。供給サイドの課題についてはとい
うと、共同住宅では賃貸経営のノウハウ
蓄積が先行しているが、戸建は賃貸を目
的として新設されるものや面的供給は限
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られており、課題には明らかではない点
が多い。
この研究では、すみかえや移住を柔軟
にするしくみとして、またコロナ禍で質
の高い賃貸戸建住宅需要の高まり 1）に対
して、面的な賃貸戸建住宅の望ましいあ
り方を検討することを目的として、これ
までの賃貸戸建住宅地のあり方から課
題、工夫を整理する。

１．２　方法

この研究では、面的な賃貸戸建住宅の
実態及び課題について、次にあげる①か
ら⑤の側面から明らかにする。①統計資
料を用いて、賃貸戸建住宅の供給動向を
1） 2021年日本で馴染みのない賃貸戸建住宅を投資対象としたファンドが組成された。賃貸戸建住宅は 1物件あ

たりの投資規模が小さく、事業スケールの構築が困難であること、物件管理が煩雑であること、流動性が低い
等の背景から、これまでファンドとして組成される事例はあまり見られなかった。他方、米国においては賃貸
戸建住宅を投資対象とする不動産投資信託が存在している他、リモートワークの定着や過密な住環境を避け
て郊外に転出するトレンド等により、コロナ禍において改めて注目が高まり、賃貸戸建住宅を対象とした私
募ファンドや開発事業者に対する大手機関投資家からの投資事例が増えている［3］，［4］。

整理する。②これまでの賃貸戸建住宅地
の事例を国内外から収集し、住宅地概要
（開発年、開発主体、運営主体、住宅地規
模、住宅仕様、共用施設等）を整理する。
③　②の賃貸戸建住宅地から具体事例を
対象として、すみかわりの実態、需要・
賃料の変遷、修繕履歴や住宅ごとの違い
（外構整備など）の要因、といった経年の
動向を現地視察および管理者ヒアリング
等に基づき明らかにする。④賃貸戸建を
投資対象とした事例を③の比較対象と
し、これを扱う企業へのヒアリング等に
基づき、住宅地計画上の特徴や想定する
居住者像、長期的な管理の方針や課題を
整理する。⑤　①から④をもとに、賃貸
戸建住宅地の現況整理と将来的な展開可
能性を考察する。
この研究の途中経過として、本稿で
は、①賃貸戸建住宅の供給状況について
の統計的整理と③の先行調査した事例の
概要をまとめる。

２．賃貸戸建住宅の供給実態

ここでは、公開されている統計資料を
用いて、賃貸戸建住宅の供給推移を整理
する。

２．１　使用した統計資料

建築物の増減を把握する統計調査とし
て、建築動態統計調査がある。建築基準

図１−１　現代住宅双六
　　　　 （上田篤（構成）久谷政樹（絵））［1］
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法第 15条第１項の規定により届出が義
務づけられている建築物を対象とする統
計調査で、建築着工統計調査（建築物着
工統計調査、住宅着工統計調査、建築工
事費調査）と建築物滅失統計調査（建築
物除却統計調査、建築物災害統計調査）
に分けられる。この研究では、インター
ネット上に公開されている住宅着工統計
調査を用いた。
現在、インターネット上で公開されて
いる住宅着工統計の時系列（年次）の統
計表は、【住宅】都道府県別戸数（1951–
2021）、【住宅】利用関係別（1948–2021）、
【住宅】利用関係別　構造別　建て方別
　都道府県別　戸数（1988–2021）の３件
ある。賃家 2）かつ戸建の住宅について把
握するために必要な、建て方別・利用関

2） この章では、用いた統計の区分に応じて、賃貸住宅に貸家を用いる。

係別の情報は 1988年以降のものに限ら
れる。戸数や利用関係別のみについては
1950年前後以降の情報が得られるため、
まず全体の傾向として貸家の供給実態を
把握したうえで、賃貸戸建の位置づけを
整理する。

２．２　分析結果

（1）着工戸数の推移
図２−１は 1950年以降の住宅供給戸

数の推移を利用関係別に示したものであ
る。折れ線グラフは供給総数に対する貸
家の割合を示しバブル期にかかる 1988
年に 51%のピーク、1991年の生産緑地
法改正による農地所有者による賃貸住宅
経営増加がその次のピークとして確認さ
れる。枠囲みは図２−２の 1988年以降の

図２−１　利用関係別　住宅供給戸数の推移（戸）

（戸） （％）
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貸家に相当する。
図２−２は、図２−１の枠囲みの貸家に
ついて、建て方別に細分化して積み上げ

たものである。貸家戸建は 1988年に約
28,000戸、貸家総数に対する割合は 3.3%
を占めたが、2021年には約 5,000戸と

図２−３　利用関係別　戸建住宅の着工床面積の推移（㎡）

図２−２　建て方別　貸家の住宅供給戸数の推移（戸）

（戸） （％）
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図２−４　構造別　賃家戸建住宅の着工戸数の推移（戸）

図２−５　都道府県別　１万世帯あたりの貸家戸建住宅の着工戸数（戸／万世帯）

シェアは小さい。ただし、賃貸住宅供給
が減る、生産緑地法改正前年、バブル崩
壊後、リーマンショックの時期にシェア
の高まりがみられ、社会的経済的動向に

影響をうけずに一定の需要があることが
伺える。
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（2）床面積
図２−３は、利用関係別戸建住宅の着
工床面積を戸数で割ったものの推移で
ある。持家の面積が減少傾向にある一方
で貸家の面積は増加傾向があり、両者が
100㎡にそれぞれ近づいている。

（3）構造別
図２−４は、賃家戸建住宅に限った着
工戸数を構造別に示したものである。ど
の時代も木造の占める割合が最も大きい
が、2000年以前は鉄骨造や鉄筋コンク
リート造も一定数占めることが確認され
た。

（4）都道府県別
図２−５及び図２−６は 1万世帯あた
りの賃家戸建の着工戸数を都道府県別に
示したものである。2021年では全国平

均は 0.9戸／万世帯である。敷地が限ら
れ世帯数が多い都心部では小さい値とな
り、四国、九州に多い傾向が伺われる。

３．先行調査事例の概要

賃貸戸建が面的に立地する事例の収集
を予定しているものの、網羅的な収集方
法を検討している段階である。これと並
行して、具体事例を先行調査することで
調査項目、調査方針の妥当性を検討する
こととした。具体事例として、例えば、
社宅や軍用住宅が払下げられた事例があ
り、研究蓄積のあるジョンソンタウンも
候補として考えられたが、店舗利用の割
合が高く、一般的な住宅地とは様相が異
なる。そこで住宅地としての状況把握を
優先して、ここでは、建て方はセミディ
タッチドとなるが、もっぱら住宅利用さ

図２−６　1 万世帯あたりの貸家戸建住宅の着工戸数の推移（戸／万世帯）
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図３−１　「ここち野」周辺の土地利用の変遷（左：1980 年代、右：現在）
　　　　   谷 謙二「今昔マップ on the web」  https://ktgis.net/kjmapw/（2023.1.21 閲覧）

　　　1998 年頃（参考文献［6］より）　　　　　　　2022 年頃（Googlemap より）

図３−２　「ここち野」全景

れている賃貸住宅地を先行事例として取
り上げた。開発当初の状況については文
献［6］を参照し、経年の動向については管
理主体のウェブサイト［7］や問い合わせ
等 3）により整理した。

3） JA町田市不動産課担当者（2023.1.12, 1.31）

３．１　開発当初の状況

（1）宅地概要
調査対象は、バブル崩壊後、賃貸住宅
市場に空室が多く出始めた時期と重な
る 1998年に東京都町田市に開発された
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農住団地 4）「ここち野」である（図３−１，
３−２）。丘陵地に位置し、1980年代に土
地区画整理事業により宅地造成されるま
では、市街化調整区域だったエリアであ
る。
1994年に、民間デベロッパーの業務
代行方式による土地区画整理事業地区内
に農地を所有していた農家組合員のひと
りが仮換地指定された 4,000㎡の土地利
用について JA町田市に相談し検討がは
じまった。敷地は地区計画による集合住
宅専用地区であり、隣接している 5名の
方々の土地も含めて全体計画設計を完成

4） 1960年代後半にうまれた「農住都市構想」は都市部の人口増加による住宅不足の解消と都市周縁農村の専業
農家の生計を維持し、さらには所得向上させることを目的として、農協関係者から発案され、旧農林省、農協、
旧建設省を巻き込んだ議論が行われた。1980年に制定された農住組合法の萌芽として位置づけられる。「農住
都市構想」は地元農協が旗振り役となり、農地の集約と宅地化を促し、農地所有者である農家や地域住民が参
加する自主的な集団によって、賃貸住宅の建設・経営を進めるものである。その実現にむけては、農業協同組
合法を改正し、農協による土地売買や賃貸を可能にするなど、関連する制度や法律の創設、改正が行われた。
これらの制度に基づいて建設された賃貸住宅を「農住団地」と呼ぶ［10］。「農住都市構想」から1950年に住宅金
融公庫土地担保賃貸住宅融資制度、1951年には農住利子補給制度が生まれ、JAによる賃貸住宅供給のベース
が整った［6］。

 農住組合：都市の市街化区域内農地の所有者が、農業の継続と農地の宅地化に必要な事業を行うために協同
して設ける組織およびそれを推進することを目的とした制度。農住組合の事業は、宅地の造成、住宅の建設・
管理や農地の保全などを総合的かつ一体的に行える点が特色である。1981年に設立され、設立申請は2011年
5月19日まで。86組合設立され、2022年6月時点の存続は14組合である。

させ、その後 JA組合長名で農住団地計
画説明会を行い、5名中 4名の地主が参
加するかたちとなり、5名の協同事業と
して実施された。

（2）建物概要
住棟形式は、共同住宅 12戸型 4棟と

セミディタッチド住宅 11棟、計 70戸で
あり、住戸形式は、２LDK 24戸（72.35
㎡）、3LDK 46戸（72.97-88.34㎡）のツー
バイフォー工法の賃貸住宅群である。
セミディタッチド住宅（図３−３）であ
り戸建ではないが、住宅の個性や外構を

図３−３　セミディタッチド住宅（左：外観、右：14 畳のリビングダイニング）
　　　　　　　 JA町田市HP（2015年当時）［7］より
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含む維持管理に対する課題工夫において
は戸建と類似性が高いと考えられる。
敷地は地区計画による集合住宅専用地
区であり、建蔽率 50%、容積率 100%、高
さ制限 10mが予定されていた。屋根形状
を統一して街並み景観を良好にするため
に、高さ制限を 12mにするよう行政に働
きかけ、屋根に勾配を設けられるように
した。
資金計画は、住宅金融公庫農地転用賃
貸住宅融資においては、高性能準耐火構
造の認定を受け耐火構造と同程度の工事
費が融資された。また、東京都優良民間
賃貸住宅制度（利子補給）の承認を得た。

【住宅地概要】
開発年：1998年
敷地面積：7,940㎡
宅地面積：4,977㎡
共用施設：駐車場 78台、駐輪場 96台
事業者：ここち野住宅管理組合
　　　　（組合員 5名）
管理：JA町田市

【建築工事】
企画：町田市農業協同組合
設計：㈱ U＆ A研究所
監理：㈱全国農協設計
　　　東京都経済連一級建築士事務所
施工：三井ホーム㈱ 東京支社
工期：1997年 4月から 1998年 3月

３．２　経年の動向

（1）管理運営体制
開発は 5名の協同事業として農住組合

で行われたが、現在は一般的な賃貸住宅

の管理と同様の形式で運営されており、
各組合員の持ち分に応じながら JAが管
理を行っている。ここち野の場合、組合
員による組合組織に対する積極的なかか
わりは少ないとのことである。

（2）需要動向
開発 70戸に対して入居申し込みは

128件あり、入居指定日には 100%契約
完了した。その後、2010年代中頃は借り
手が付かず賃料を下げた時期もあったと
のことであるが、コロナ禍において、東
京都でありながら広く賃料が安い町田エ
リアは、全体的に需要の回復がみられ、
「ここち野」も空室が出ていない状況で
ある。
セミディタッチド住宅の当初の入居者
は、平均世帯数 3.39人、平均年齢 39.05
才（20 代２人、30 代 15 人、40 代 4 人、

表３−１　モデルルームで実施された
　　　　　　アンケート結果

住宅選択で
重視する項目

交通の利便性22%、
自然環境19%、
買い物の利便性13%、
広いリビング13%、
新しい設備9%、
上下左右の音7%
⇒利便性35%
　環境・住宅性能41%

現在の住所 町田市36%、
横浜・川崎市23%、
23区内13%、
相模原9%
⇒町田周辺70%、土地勘あり

勤務先 23区内45%、都下6%
⇒東京方面1/2、
　町田周辺約40%
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50代 2人、60代以上 0人）である。
開発時にモデルルームで実施されたア
ンケート（表３－１）やコロナ禍の社会
情勢をふまえると、必要な時には都心の
サービスを享受でき都心部への毎日の通
勤が不要な住環境を重視するファミリー
層に受け入れられているといえる。この
規模・タイプの住宅は入居期間が長めに
なるが、1998年当初から住み続けている
方や家族構成の変化により、「ここち野」
内でセミディタッチド住宅から共同住宅
に移動する方がいるとのことである。

４．まとめ

賃貸戸建供給について統計的な整理と
先行事例の状況を報告した。統計資料か
ら、新設住宅に占める賃貸住宅の割合は
４割程度、そのうち戸建住宅の占める割
合は 2%ほどである。賃貸戸建として供
給される住宅は数の上では限られるもの
の、景気の停滞する時期にも一定数供給
されていること、床面積が上昇傾向にあ
ること、2000年以前は鉄骨造や RC造も
一定数存在することを明らかにした。先
行事例として、開発から 20年経過した
賃貸住宅地をとりあげ今後の調査方針に
ついて検討した。賃貸住宅地の収集方法
として農住団地を網羅的にとりあげるこ
とが考えられる。一方で、運営形態は必
ずしも組織的に行われていないことや開
発から長期間経過していることから、管
理主体の組織構成の変更や担当者の代替
わり等により所有者と管理者が異なる場
合は調査協力担当者にたどりつくのが困
難なことも把握され、事例に対して運営

実態をどのように調査分析するかは課題
である。

この研究は宮田研究奨励金特別研究費
の助成をうけて実施したものである。こ
こに記して謝意を表する。
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